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特定港湾施設整備事業とは
港湾整備のしくみ

■「特定港湾施設整備事業」について
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国土交通大臣は、特定港湾施設整備事業について、会計年度ごとに、交通政策審議会
の議を経て、その基本計画を定め、内閣の承認を求めなければならない。

－１－

１．「基本計画」の策定 （港湾整備促進法 第三条第一項）

２．資金の融通（港湾整備促進法 第五条）

政府は、港湾管理者が第三条第一項の規定による内閣の承認があつた整備計画（特定港
湾施設整備事業基本計画）に基づいて特定港湾施設整備事業を行う場合には、港湾管理者
に対し、当該事業に要する費用の全部又は一部に充てるため、財政融資資金を、その資金
の運用の可能な範囲内において、融通するように努めなければならない。

航路・泊地

公共港湾整備

港湾整備事業港湾整備事業（外郭施設、水域施設、係留施設等）
（公共事業）

特定港湾施設整備事業特定港湾施設整備事業
（起債事業）

港湾機能施設整備事業
（上屋、荷役機械、ふ頭用地等）

臨海部土地造成事業
（都市機能等用地、工業用地）

地方単独事業

（港湾整備促進法）（港湾整備促進法）

港湾整備事業 港湾機能施設整備事業 臨海部土地造成事業

特定港湾施設整備事業特定港湾施設整備事業



政府資金の充当率
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「特定港湾施設整備事業基本計画」 について

■政府資金（財政融資資金）について

－２－

（７月中旬 閣議予定）
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②特 定 港 湾 施 設 整 備 事 業
基本計画の作成（国土交通省）
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（概 要） 財政投融資計画において、地方公共団体に充てられる資金
総務省は「基本計画」を受け、政府資金の配分を決定

（償還期限） 政府資金では長期償還（20年）が中心
（金 利） 政策的必要性に基づき、利ざやを取らずに貸付け

※ H2１.６時点での金利は、償還期限20年固定金利で1.９％

（当初予算ベース）

基本計画策定までの流れ

（港湾分科会）

民間等資金

財政投融資

港湾整備事業
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注）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

平成2１年度 基本計画額（事業費） 5２５億円 （対前年度 ０．９９）

事業の規模

事業費事業費
備 考

前年

度比

平成21年度計画平成20年度計画
区 分

H20(64港)→H21(55港)0.8923366ha26188haふ頭用地

０.99

1.25

1.20

1.20

－

0.92

0.43

0.86

H20(4港)→H21(4港)54ha44ha工業用地

52５530合 計

H20(25港)→H21(1９港)23269ha19353ha都市機能等用地

237197臨海部土地造成事業

H20(1港)→H21(0港)00箇所11箇所貯木場

H20(13港)→H21(14港)4５19基4917基荷役機械

H20(8港)→H21(9港)1022棟2314棟上屋

288333港湾機能施設整備事業

数 量数 量

平成2１年度 基 本 計 画 額（案） （単位：億円）

基 本 計 画 額 の 推 移

－３－

（内訳）

・港湾機能施設整備事業 ２８８億円 （対前年度 0．8６）

・臨海部土地造成事業 ２３７億円 （対前年度 １．２０）

（港湾整備事業と連動し、全体として縮小傾向）

平成２１年度特定港湾施設整備事業
基 本 計 画 (案) の 概 要



国際競争力の強化、地域の活性化・都市再生の「活力」施策への重点投資

事業費 ５００億円 （全体額の９５％）

暮し

環境

安全

活力

重 点 事 項

防塵対策、旅客船ターミナル
（ふ頭用地）

０.６%３
地球環境問題と
少子高齢化への対応

耐震強化（荷役機械の免震化）

港湾保安対策（ふ頭用地）
４.２%２２安全・安心の確保

地域の活性化

物流基盤の整備

（上屋、荷役機械、ふ頭用地、
都市機能等用地、工業用地）

９５.２%５００

国際競争力の強化

シェア事業費
主な事業内容

基 本 計 画

（単位：億円）

○○ スーパー中枢港湾プロジェクトの推進スーパー中枢港湾プロジェクトの推進

－４－

■事業分野

■主な事業箇所

横浜港（南本牧ふ頭地区）

・ふ頭用地

岸壁(-16m)
（平成24年供用予定）

ふ頭用地 物流コスト低減、国際競争力強化のための国
際海上コンテナターミナル（国内最大水深）
の整備に合わせたふ頭用地の整備

国際海上コンテナターミナル

１６億円

岸壁(-15m)
（平成20年秋暫定供用）

都市機能等用地
(港湾関連用地)

○ 中枢国際港湾の整備

70億円

ふ頭用地

岸壁(-15m)
（一部供用中）

都市機能等用地
(港湾関連用地)

博多港（アイランドシティ地区）

国際海上コンテナターミナル

・ふ頭用地
・都市機能等用地

外貿コンテナ貨物の増加に伴うコンテナターミ
ナルの拡張整備に合わせたふ頭用地等の整備



－５－

○ 多目的国際ターミナルの整備

複合一貫輸送ターミナル

○ 複合一貫輸送ターミナルの整備

茨城港常陸那珂港区（中央ふ頭地区）

・ふ頭用地 １．９億円

RORO船対応のターミナルの整備

岸壁(-9m)（平成21年度供用予定）

ふ頭用地

物流用地
造成中

岸壁(-13m)
（平成20年秋暫定供用）

ふ頭用地

敦賀港（鞠山南地区）

多目的国際ターミナル

１９．５億円

外貿貨物と物流形態の高度化に対応するターミ
ナル整備に合わせたふ頭用地等の整備

岸壁(-14m)
（供用中）

ふ頭用地

ガントリークレーンの製作

・ふ頭用地
・荷役機械

岸壁(-9m)（平成21年度供用予定）

ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ
の新設

岸壁(-15m)
（平成20年秋暫定供用）

都市機能等用地
(港湾関連用地)

舞鶴港（和田地区）

・上屋

・荷役機械

・埠頭用地

・都市再開発用地

多目的国際ターミナル

17.5億円

外貿の物流機能の高度化・効率化に対応した多
目的国際ターミナルの整備

岸壁(-14m)
（平成22年春供用予定）

ふ頭用地

都市機能等用地(港湾関連用地)

ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ
の新設

ふ頭用地

徳山下松港（晴海沖地区）

・ふ頭用地

・荷役機械(ﾚｰﾙ敷設)

多目的国際ターミナル

６億円

港背後に立地している化学工場における自家発
電プラントの増設等に合わせた燃料輸入基地の
整備

岸壁(-14m)
（供用中）

荷役機械
（ﾚｰﾙ敷設）



凡 例

出典：国土交通省港湾局調べ
平成２１年３月現在

ジャパンエナジー：ガス：約505億円
三菱自動車：完成自動車工場：約100億円
日本ゼオン：化学系製品：約100億円

トクヤマ：化学系製品：約578億円
東ソー：化学系製品：約200億円

住友金属：粗鋼生産：約2,750億円

中国木材：製材：約200億円
鹿島アロマティックス：石油化学製品：700億円

日本製紙：薄物コート紙：約630億円

大平洋金属：ステンレス材料：約215億円
三菱製紙：印刷用紙：約200億円

ダイハツ：完成自動車第２工場：約235億円

八戸市
：八戸港

石巻市：石巻港

倉敷市
：水島港

和歌山市：和歌山下津港

中津市：中津港

苅田町：
北九州港、苅田港

周南市
：徳山下松港

尼崎市：神戸港

企業名：製造品目等：設備増設等の投資金額

所在地：主な利用港

東京製鐵：薄板：約1,420億円 田原市：三河港

コマツ：建設機械 ：約220億円
日立建機：建設機械：約450億円

王子製紙：塗工紙生産設備：約500億円 阿南市：徳島小松島港

東レ：炭素繊維：約150億円 松前町：松山港

パナソニックプラズマディスプレイ：ＰＤＰ
（尼崎第2工場）：約1,800億円
（尼崎第3工場）：約2,100億円

川崎造船：造船：約100億円
四国電力：LNG：約700億円

坂出市
：坂出港

北九州市：北九州港

シャープ：液晶パネル：約3,800億円
太陽電池：720億円

大日本印刷：液晶ｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ：約435億円

堺市：堺泉北港

北越製紙：製紙：約550億円 新潟市：新潟港

苫小牧市：苫小牧港トヨタ自動車北海道：自動車部品：約130億円

三菱重工業：太陽電池
：約150億円

諫早市：長崎港

※200７年以降に生産を開始したもの
（予定含む）

姫路市
：姫路港

IPSアルファテクノロジ：液晶ﾊﾟﾈﾙ：約2,350億円
大日本印刷：液晶ｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ：約300億円

ＳＵＭＣＯ：ｼﾘｺﾝｳｴｰﾊ
：約1,245億円

伊万里市：伊万里港

東レ：自動車部品：約300億円
川崎重工：旅客機胴体：約200億円

名古屋市
：名古屋港

上越市：直江津港帝国石油：LNG：約1,000億円

スズキ：自動車エンジン：約1,500億円 牧之原市：御前崎港

ひたちなか市
：茨城港

JFE条鋼：棒鋼・線材等：約220億
新日本石油精製：石油化学製品：約600億円

仙台市
：仙台塩釜港

神栖市
：鹿島港

ホンダ：自動車：約500億円 四日市市：四日市港

旭硝子：ｶﾞﾗｽ基板
：約150億円

大阪市：大阪港

旭硝子：ｶﾞﾗｽ基板：約300億円高砂市：東播磨港

ダイセル化学工業：化学系製品：約400億円
三菱レイヨン：化学系製品：約120億円
日本大昭和板紙：製紙：約120億円

大竹市
：大竹港

住友化学：電池部品：約100億円 新居浜市：新居浜港

トヨタ自動車：部品工場：約160億円
日産自動車：完成自動車工場：約300億円
ブリヂストン：大型建機用タイヤ：約605億円
東邦チタニウム：ﾁﾀﾝ原料：約396億円
デンソー：カーエアコン：約150億円
アジア特殊製鋼：鉄鋼関連：約200億円

トヨタ自動車：エンジン工場：280億円
日産自動車：完成自動車工場：約300億円

コマツ：
産業機械：約85億円
建設機械：約53億円

金沢市：金沢港

パナソニックエ
ナジー社：リチ
ウム二次電池
：約1,000億円

大阪市：大阪港

日本ゼオン：工学フィルム：約200億円 氷見市：伏木富山港

敦賀市：敦賀港

東洋紡： 液晶
用光学フィルム
：約100億円

北海道ガス：LNG：約400億円 石狩市：石狩湾港

広尾町：十勝港十勝グレーンセンターほか：飼料等：約140億円

東洋炭素：黒鉛：約150億円 三豊市：詫間港

ＪＦＥ：薄鋼板：約170億円福山市：福山港

“みなと”を核とした地域の活性化 ～臨海部への産業立地～




